
交野市の任期付職員の採用活動を告知するとともに、実際に任期付職員を多数採用している明石
市との交流を通じて、任期付職員の職務等の理解を深めるべく、採用説明会と経験交流会を開催しま
した。

⒈ 開催の概要
平成28年5月25日午後6時から、大阪弁護士
会館1205会議室で交野市特定任期付職員（法務
職）採用説明会と明石市任期付職員（弁護士）
経験交流会を合同で開催しました。
当日は、交野市からは総務課・人事課の担当
者、明石市からは泉房穂明石市長と明石市任期
付職員に出席いただき、任期付職員について説
明していただきました。
参加者は、弁護士7名、法科大学院生6名で、
非常に充実した交流の場を設けることができま
した。

⒉ 交野市の採用説明
交野市担当者からは、採用試験要項に従って、
職務内容や受験資格、勤務条件などについて説
明していただきました。
担当者によりますと、
「市政の政策実現及び課題解決のためには、法
的なアプローチが必要不可欠です。例えば、交
野市では、市長の政策として保育所の民営化に
取り組んでいますが、様々な課題に直面してお
ります。

このような問題を解決し、よりよい住民サービス
を実現するためには、自治体内部に法的思考力のあ
る弁護士が必要であり、職員と協力しながら、様々
な市政の実現や課題解決に取り組んでいただくこと
を希望します。」
とのことでした。

⒊  明石市の任期付職員の 
活用の説明

明石市は、市長自身が弁護士ですが、弁護士
職員も平成28年5月時点で7名が在籍している
とのことです。
明石市長や任期付職員の弁護士から、明石市
における弁護士職員の活用状況について説明し
ていただきました。
その中で、
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「明石市では条例の制定や市民サービスの拡充の
ための制度化など、弁護士の法的思考力を有効に活
用しています。
また、市役所全体のレベルアップにも任期付職員

を活用することができます。弁護士が自治体内部に
いることによって、職員に対して法的思考力を養成
するための研修を行うことができます。職員も弁護
士が身近にいることで気軽に相談することができ、
重大なトラブルを未然に防ぐこともできます。
明石市の任期付職員は、障がい者雇用のため
に地方公務員法16条の欠格条項を排除する条例
の制定にかかわっており、一個人ではできない
ような仕事を経験し、自身のキャリアアップに
もつながっていると思います。」
との発言がありました。

⒋ 弁護士会の役割について
また、行政連携センター運営委員会からも、任
期付職員に関する資料（全国の採用状況を示す
マップ、任期付職員の勤務状況を報告する記事、
日弁連パンフレット等）を配布し、任期付職員
の説明を行いました。
弁護士が任期付職員に採用された後も、弁護士登

録を維持することで、①弁護士会の人脈・ネットワ
ークの活用、②委員会活動や研修への参加、③弁護
士会の図書館の利用などをすることができ、任期付
職員の業務としても十分に役立つものと思われます。
また、当会では、一定の条件を満たせば、会
費の減額などについても制度として存在します。
任期付職員になられる場合の弁護士登録につ
いては、各弁護士会に相談してから検討してい
ただければと思います。

⒌ 質疑応答
採用説明会・経験交流会の中では、多数の質
疑応答がなされました。その中で、今後、任期

付職員への就職を考えている方にとって特に関
心が高いと思われる事項について、報告いたし
ます。
まず、弁護士として行政分野の事件の知識・
経験が必要かどうかという点です。この点につ
いて、明石市長は、弁護士としての基本的な能力
（事実認定を前提にした基本的な法的思考力）がな
によりも重要であると発言されました。市政を運
営する上で、こうした能力は非常に重宝される
ものと思います。
もう一つは、任期満了後にどうなるのかとい
う点です。この点については、様々な方向性が
あると思います。以前の弁護士事務所に戻ったり、
中途採用で以前とは別の弁護士事務所に採用された
り、独立されたりする方もいます。また、市によっ
ては任期を延長したり、他の自治体の任期付職員に
なったり、常勤の公務員になられる方もいるようで
す。任期満了後を過度に心配する必要はないと
思います。

⒍ さいごに
弁護士は、法律事務所で活動するだけでなく、
自治体内や企業内など様々な場所や分野で活躍
することができます。少しでも任期付職員に関
心のある方は積極的に各自治体に応募していた
だきたいと思います。
行政連携センター運営委員会としても、採用説

明会や経験者との交流会を開催するなどして、で
きる限りサポートしますので、任期付職員に興味
のある方は、遠慮なくお問い合わせください。

■自治体向け法的支援・弁護士採用等のお問合せ先
大阪弁護士会行政連携センター

電話　06-6364-1681
（大阪弁護士会委員会部司法課が対応いたします。）
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